
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年４月13日

【四半期会計期間】 第75期第１四半期(自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日)

【会社名】 株式会社ノダ

【英訳名】 NODA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　野田章三

【本店の所在の場所】 東京都台東区浅草橋５丁目13番６号

【電話番号】 東京03(5687)6222番（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経理財務担当　安川隆二

【最寄りの連絡場所】 東京都台東区浅草橋５丁目13番６号

【電話番号】 東京03(5687)6222番（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経理財務担当　安川隆二

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 　

　 　

　

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

 1/17



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第74期
第１四半期
連結累計期間

第75期
第１四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日

自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日

自  平成22年12月１日
至  平成23年11月30日

売上高 (千円) 11,577,985 12,246,784 46,783,190

経常利益 (千円) 407,475 558,556 2,175,100

四半期(当期)純利益 (千円) 312,170 526,685 1,137,590

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 515,850 839,187 1,007,894

純資産額 (千円) 9,630,046 10,678,700 9,877,253

総資産額 (千円) 34,739,275 38,164,527 39,237,505

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 19.82 34.89 74.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.6 26.1 23.6

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第74期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前連結会計年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子
会社）が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第1四半期連結累計期間（平成23年12月１日～平成24年２月29日）における我が国経済は、緩やかな

持ち直しが見られましたが、欧州債務問題などを背景とした世界経済の下振れ懸念や不安定な為替相場、

雇用不安など、景気は先行き不透明な状況で推移しました。住宅需要につきましては、「復興支援・住宅

エコポイント制度」や「フラット３５Ｓエコ」など、新たな住宅取得支援制度が再開されたものの、厳し

い雇用・所得環境などもあり、新設住宅着工戸数は前年同期を若干下回りました。 

　こうしたなか、当グループはコスト管理や在庫管理など各種施策の徹底をはかるとともに、安心安全ユ

ニバーサルデザイン、高齢者対応、子育て、ペット共生、リフォーム等をテーマに床材や建具など主力の建

材製品の拡販に努め、更なる収益力の向上と企業体質の強化に取り組んでまいりました。

この結果、当第1四半期連結累計期間における連結業績は、売上高12,246百万円（前年同期比5.8％

増）、営業利益582百万円（前年同期比38.7％増）、経常利益558百万円（前年同期比37.1％増）、四半期

純利益526百万円（前年同期比68.7％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

〔住宅建材事業〕

高齢者やお子様など誰もが安心して暮らせる住まい作りに最適なユニバーサルデザインの住宅建材な

ど、高齢化社会に対応したバリアフリー関連商品による事業展開では、昨年までに全国各地でリニューア

ルオープンしたケア連携型バリアフリーのショールームや、木造中規模建築物に対応した新金物工法

「ＢＩＧ－ＭＪ ＳＹＳＴＥＭ」などの活用により、一般住宅のほか、高齢者施設や幼稚園、保育園、学校、

病院などへの提案営業を強化しシェアの確保をはかりました。また、地震や台風など災害に強い住宅建材

の普及にも注力しておりますが、昨年の震災を踏まえ、耐震性能に優れた住宅構造材としての構造用ＭＤ

Ｆの拡販をはかりました。なお、これら住宅建材の原材料は、地球環境問題への取り組みとして、ＣＯ2削

減や貴重な森林資源の有効活用をはかる観点から、ＭＤＦ（中質繊維板）や国産針葉樹合板など、地球環

境に優しい「リサイクル素材」や「循環可能な木材資源」などの活用に取り組みました。この結果、住宅

建材事業の売上高は8,640百万円（前年同期比13.3％増）、セグメント利益は580百万円（前年同期比

40.2％増）となりました。
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〔合板事業〕 

昨年後半からの輸入南洋材合板の輸入量増加や復興関連工事の遅れによる荷動きの停滞などもあり厳

しい市場環境となり、輸入南洋材合板、国産針葉樹合板とも販売競争激化に伴う販売単価下落や販売数量

の減少により、売上高は3,606百万円（前年同期比8.7％減）、セグメント利益は300百万円（前年同期比

3.5％減）にとどまりました。 

　
(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、23,567百万円となり、前連結会計年度末に

比べ1,326百万円減少しました。

　その主な要因は、現金及び預金の減少876百万円、棚卸資産の増加937百万円、売上債権の減少879百万

円などによるものです。
　

②　固定資産

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、14,597百万円となり、前連結会計年度末に

比べ253百万円増加しました。

　その主な要因は、減価償却費等による有形固定資産の減少89百万円、株式市場の株価上昇などによる

投資有価証券の増加330百万円などによるものです。
　

③　流動負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、19,765百万円となり、前連結会計年度末に

比べ1,609百万円減少しました。

　その主な要因は、短期借入金の借入による増加612百万円、設備関係支払手形の減少2,079百万円など

によるものです。
　

④　固定負債

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、7,720百万円となり、前連結会計年度末に

比べ265百万円減少しました。

　その主な要因は、長期借入金の短期借入金への振替による減少283百万円などによるものです。
　

⑤　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、10,678百万円となり、前連結会計年度末に比

べ801百万円増加しました。

  その主な要因は、四半期純利益による利益剰余金の増加526百万円及び配当による利益剰余金の減少

37百万円、その他有価証券評価差額金の増加107百万円、為替換算調整勘定の増加110百万円などによる

ものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は30百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,303,200

計 68,303,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年２月29日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年４月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,339,20017,339,200
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数　100株

計 17,339,20017,339,200― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年２月29日 ― 17,339,200 ― 2,141,000 ― 1,587,822

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年11月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

2,242,900
― （注）１

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,096,000
150,960（注）２

単元未満株式
普通株式

300
― ―

発行済株式総数 17,339,200― ―

総株主の議決権 ― 150,960 ―

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,900株(議決権19個)含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ノダ

東京都台東区浅草橋
５－１３－６

2,242,900─ 2,242,90012.9

計 ― 2,242,900─ 2,242,90012.9

　

　

２ 【役員の状況】

記載事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年12月１日

から平成24年２月29日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年12月１日から平成24年２月29日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

 7/17



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,948,024 6,071,490

受取手形及び売掛金 8,056,735 7,177,694

製品 4,762,972 5,355,754

仕掛品 1,006,217 1,024,036

原材料及び貯蔵品 1,546,958 1,874,159

繰延税金資産 766,329 761,547

その他 1,807,224 1,303,012

貸倒引当金 △550 △550

流動資産合計 24,893,912 23,567,145

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,902,650 1,888,323

機械装置及び運搬具（純額） 3,451,540 3,502,375

工具、器具及び備品（純額） 162,962 162,922

土地 4,468,578 4,468,678

リース資産（純額） 91,870 88,890

建設仮勘定 215,509 92,898

有形固定資産合計 10,293,110 10,204,088

無形固定資産

リース資産 5,645 11,461

その他 64,224 67,727

無形固定資産合計 69,869 79,189

投資その他の資産

投資有価証券 3,271,956 3,602,206

長期貸付金 64,337 59,641

その他 647,318 655,056

貸倒引当金 △3,000 △2,800

投資その他の資産合計 3,980,612 4,314,104

固定資産合計 14,343,592 14,597,382

資産合計 39,237,505 38,164,527
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年２月29日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,637,191 7,791,635

短期借入金 8,551,756 9,164,507

リース債務 31,778 34,028

未払金 1,280,878 1,064,615

未払法人税等 63,263 24,893

未払消費税等 － 89,933

設備関係支払手形 2,978,544 899,117

災害損失引当金 124,650 45,523

その他 706,349 650,862

流動負債合計 21,374,411 19,765,116

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 2,609,034 2,325,549

リース債務 72,100 72,823

繰延税金負債 291,996 306,816

退職給付引当金 4,534,218 4,529,022

役員退職慰労引当金 376,120 384,130

資産除去債務 32,370 32,370

固定負債合計 7,985,840 7,720,711

負債合計 29,360,252 27,485,827

純資産の部

株主資本

資本金 2,141,000 2,141,000

資本剰余金 1,587,822 1,587,822

利益剰余金 6,862,515 7,351,460

自己株式 △994,578 △994,578

株主資本合計 9,596,759 10,085,704

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 45,773 153,329

繰延ヘッジ損益 1,330 8,441

為替換算調整勘定 △391,967 △281,605

その他の包括利益累計額合計 △344,863 △119,834

少数株主持分 625,357 712,830

純資産合計 9,877,253 10,678,700

負債純資産合計 39,237,505 38,164,527
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年12月１日
　至 平成23年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年２月29日)

売上高 11,577,985 12,246,784

売上原価 8,666,803 9,040,485

売上総利益 2,911,181 3,206,299

販売費及び一般管理費 2,490,952 2,623,451

営業利益 420,228 582,848

営業外収益

受取利息 3,624 3,848

受取配当金 9,090 8,542

為替差益 3,991 88

持分法による投資利益 35,285 12,180

その他 20,906 28,440

営業外収益合計 72,899 53,100

営業外費用

支払利息 53,455 49,906

売上割引 8,849 8,817

売上債権売却損 15,769 16,356

その他 7,577 2,310

営業外費用合計 85,652 77,392

経常利益 407,475 558,556

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 32,370 －

特別損失合計 32,370 －

税金等調整前四半期純利益 375,105 558,556

法人税、住民税及び事業税 9,045 9,187

法人税等調整額 △1,592 △36,932

法人税等合計 7,452 △27,745

少数株主損益調整前四半期純利益 367,652 586,301

少数株主利益 55,481 59,615

四半期純利益 312,170 526,685
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年12月１日
　至 平成23年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年２月29日)

少数株主損益調整前四半期純利益 367,652 586,301

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 83,015 107,555

繰延ヘッジ損益 △2,640 7,111

持分法適用会社に対する持分相当額 67,822 138,219

その他の包括利益合計 148,198 252,886

四半期包括利益 515,850 839,187

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 446,796 751,714

少数株主に係る四半期包括利益 69,053 87,473
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

（自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（法人税率の変更等による影響）

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度より

法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実

効税率は従来の39.8％から、平成24年12月１日に開始する連結会計年度から平成26年12月１日に開始する連結会

計年度に解消が見込まれる一時差異については37.2％に、平成27年12月１日に開始する連結会計年度以降に解消

が見込まれる一時差異等については34.8％となります。

　なお、この税率変更により繰延税金負債が46,768千円、法人税等調整額が35,216千円それぞれ減少し、その他有価

証券評価差額金が11,551千円増加しております。

　

【注記事項】

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであり

ます。

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年12月１日
至　平成24年２月29日)

減価償却費 227,714千円
　

　 減価償却費 343,902千円　
　

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年12月１日  至  平成23年２月28日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月25日
定時株主総会

普通株式 39,373 2.5平成22年11月30日 平成23年２月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月24日
定時株主総会

普通株式 37,740 2.5平成23年11月30日 平成24年２月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年12月１日  至  平成23年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,629,4043,948,58011,577,985 ― 11,577,985

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 941,913 941,913△941,913 ―

計 7,629,4044,890,49312,519,898△941,91311,577,985

セグメント利益 413,799 311,356 725,155△304,927 420,228

(注)  １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去△1,822千円、各報告セグメントに配分していない全社費

用△303,105千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,640,4153,606,36912,246,784 ― 12,246,784

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 1,153,2711,153,271△1,153,271 ―

計 8,640,4154,759,64013,400,055△1,153,27112,246,784

セグメント利益 580,236 300,464 880,700△297,852 582,848

(注)  １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去17,873千円、各報告セグメントに配分していない全社費

用△315,725千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日)

１株当たり四半期純利益金額 19円82銭
　

１株当たり四半期純利益金額 34円89銭
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 312,170 526,685

普通株式に係る四半期純利益(千円) 312,170 526,685

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,749 15,096

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年４月13日

株式会社ノダ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    若    尾    慎    一    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    日　野　原　 克 　巳    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ノダの平成23年12月１日から平成24年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成23
年12月１日から平成24年２月29日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年12月１日から平成24年２月29
日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包
括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成24年２月
29日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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